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昨
年
６
月
、
事
業
性
融
資
の
推
進

等
に
関
す
る
法
律
が
成
立
し
、
金
融

界
に
お
い
て
企
業
価
値
担
保
権
制
度

へ
の
期
待
や
議
論
が
持
ち
上
が
っ
て

い
ま
す
。
小
誌
で
も
す
で
に
、
９
１

６
号
（
２
０
２
４
年
９
月
号
）、
９

２
０
号
（
２
０
２
４
年
12
月
号
）
等

の
誌
面
に
て
同
制
度
関
連
の
記
事
を

掲
載
し
て
き
ま
し
た
。
今
回
は
、
立

案
関
係
者
ほ
か
金
融
・
フ
ァ
イ
ナ
ン

ス
・
事
業
再
生
の
専
門
家
を
招
き
、

企
業
価
値
担
保
権
の
課
題
や
活
用
を

中
心
に
議
論
し
た
模
様
を
今
号
と
次

号
に
わ
た
り
お
届
け
し
ま
す
（
本
座

談
会
は
、
２
０
２
４
年
12
月
２
日
開

催
）。

　
な
お
、
参
加
者
の
発
言
の
う
ち
意

見
に
わ
た
る
部
分
は
、
参
加
者
個
人

の
見
解
で
あ
り
、
所
属
す
る
組
織
の

見
解
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

〈
本
号
目
次
〉

一
　
は
じ
め
に

二 

　
利
用
が
想
定
さ
れ
る
ユ
ー
ス

ケ
ー
ス

三 
　
企
業
価
値
担
保
権
の
与
信
上

「
担
保
」
評
価

四 

　
企
業
価
値
担
保
権
活
用
時
の
金

融
機
関
へ
の
期
待
と
課
せ
ら
れ
る

負
担

五 

　
企
業
価
値
担
保
権
の
設
定
時
に

お
け
る
留
意
点
、
注
意
点

一　
は
じ
め
に

牛
山　
本
日
は
お
集
ま
り
い
た
だ
き

ま
し
て
、あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

そ
れ
で
は
自
己
紹
介
を
お
願
い
い
た

し
ま
す
。

日
比
野　
み
ず
ほ
銀
行
の
法
務
部
の

日
比
野
で
す
。
本
日
は
こ
の
よ
う
な

貴
重
な
機
会
を
頂
戴
し
ま
し
て
、
誠

に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
企
業

価
値
担
保
権
に
つ
き
ま
し
て
は
、
法

制
審
議
会
担
保
法
制
部
会
に
全
国
銀

行
協
会
か
ら
の
推
薦
委
員
と
し
て
参

加
す
る
な
か
で
、
そ
の
議
論
に
も
接

す
る
機
会
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
ま

た
、
同
じ
時
期
に
金
融
庁
の
金
融
審

議
会
「
事
業
性
に
着
目
し
た
融
資
実

務
を
支
え
る
制
度
の
あ
り
方
等
に
関

す
る
ワ
ー
キ
ン
グ・グ
ル
ー
プ
」（
以

下
、「
金
融
審
議
会
Ｗ
Ｇ
」）
が
開
催
さ

れ
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
で
あ
る
全
国
銀

行
協
会
の
立
場
で
参
加
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
し
た
。

粟
田
口　
弁
護
士
の
粟
田
口
で
す
。

ア
ン
ダ
ー
ソ
ン
・
毛
利
・
友
常
法
律

事
務
所
に
お
き
ま
し
て
、
事
業
再
生

座談会
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誤振込の受取人に対する貸金債権と
誤振込に係る預金債権との相殺の可否
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誤
振
込
に
よ
り
受
取
人
が
預
金
債

権
を
取
得
す
る
か
否
か
の
問
題
に
関

し
て
は
、
受
取
人
と
振
込
依
頼
人
と

の
間
に
お
い
て
振
込
金
を
受
け
取
る

正
当
な
原
因
関
係
が
必
要
と
さ
れ
て

い
た
が
、
最
高
裁
判
決
（
最
判
平
成

８
・
４
・
26
民
集
50
巻
５
号
１
２
６

７
頁
、
以
下
、「
平
成
８
年
最
判
」

と
い
う
）
は
、
振
込
依
頼
人
と
受
取

人
と
の
間
に
振
込
の
原
因
と
な
る
法

律
関
係
が
存
在
す
る
か
否
か
に
か
か

わ
ら
ず
、
受
取
人
と
銀
行
と
の
間
に

振
込
金
額
相
当
の
普
通
預
金
契
約
が

成
立
し
、
受
取
人
が
銀
行
に
対
し
て

同
金
額
の
普
通
預
金
債
権
を
取
得
す

る
と
し
た
。

　
そ
の
後
、
振
込
原
因
が
不
存
在
の

誤
振
込
に
よ
り
成
立
し
た
預
金
債
権

と
被
仕
向
銀
行
の
受
取
人
に
対
す
る

貸
金
債
権
が
相
殺
さ
れ
る
事
案
が
数

度
に
わ
た
り
出
現
し
、
相
殺
の
可
否

等
に
つ
き
裁
判
上
の
争
い
と
な
っ
た

が
、
い
ず
れ
も
、
振
込
依
頼
人
の
犠

牲
の
も
と
で
銀
行
に
棚
ぼ
た
的
利
益

を
与
え
る
こ
と
に
な
る
と
も
考
え
ら

れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
振
込
依
頼
人

の
被
仕
向
銀
行
に
対
す
る
不
当
利
得

返
還
請
求
が
認
め
ら
れ
て
き
た
。

　
と
こ
ろ
が
、
東
京
高
判
令
和
６
・

１
・
25
金
融
・
商
事
判
例
１
６
９
２

号
32
頁
（
以
下
、「
令
和
６
年
判
決
」

と
い
う
）
は
、
誤
振
込
に
よ
る
受
取

人
の
預
金
債
権
を
受
取
人
に
対
す
る

貸
金
債
権
を
も
っ
て
シ
ス
テ
ム
上
自

動
的
に
相
殺
処
理
を
行
っ
た
被
仕
向

銀
行
の
債
権
回
収
に
つ
い
て
、
振
込

依
頼
人
と
の
関
係
で
不
当
利
得
の
成

立
を
否
定
し
た
。

　
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
令
和
６
年

判
決
を
踏
ま
え
、
誤
振
込
の
受
取
人

に
対
す
る
貸
金
債
権
と
誤
振
込
に
係

る
預
金
債
権
と
の
相
殺
の
可
否
に
つ

い
て
、
検
討
を
加
え
る
こ
と
と
し
た

い
。

一
　
事
実
関
係

　
Ｘ
株
式
会
社（
不
動
産
管
理
会
社
、

以
下
、「
Ｘ
」
と
い
う
）
は
、Ａ
（
Ｘ

の
管
理
す
る
ア
パ
ー
ト
の
オ
ー

ナ
ー
）
か
ら
共
同
住
宅
（
以
下
、「
本

件
ア
パ
ー
ト
」
と
い
う
）
の
管
理
の

委
託
を
受
け
、
賃
料
の
受
領
等
業
務

を
担
っ
て
お
り
、従
前
、本
件
ア
パ
ー

ト
の
住
民
か
ら
受
領
し
た
賃
料
等
の

預
り
金
を
、
Ｙ
銀
行
に
開
設
さ
れ
た

Ａ
名
義
の
普
通
預
金
口
座
（
以
下
、

「
本
件
口
座
」
と
い
う
）
に
送
金
し

て
い
た
。

　
Ａ
は
、
Ｙ
銀
行
と
の
間
で
金
銭
消

費
貸
借
契
約
（
以
下
、「
本
件
金
銭

消
費
貸
借
契
約
」
と
い
う
）
を
締
結

し
、
当
該
契
約
に
基
づ
く
融
資
（
以

下
、「
本
件
融
資
」
と
い
う
）
を
受

け
て
い
た
と
こ
ろ
、
そ
の
返
済
は
、

本
件
口
座
か
ら
の
自
動
引
落
に
よ
り

行
わ
れ
る
も
の
と
さ
れ
て
い
た
。

　
Ｙ
銀
行
は
、
令
和
元
年
５
月
、
投

資
用
不
動
産
の
全
件
を
対
象
に
行
っ

た
調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
、
融
資
物

件
数
全
３
万
７
９
０
７
件
の
う
ち
、

７
８
１
３
件
に
改
ざ
ん
・
偽
造
等
の

不
正
が
認
め
ら
れ
た
な
ど
と
金
融
庁

誤
振
込
の
受
取
人
に
対
す
る
貸
金
債
権
と

誤
振
込
に
係
る
預
金
債
権
と
の
相
殺
の
可
否経

済
法
令
研
究
会 

講
師
　
髙
橋 

恒
夫

論
　
考



30研究会No.925（2025年4月号） No.925（2025年4月号）

一
　
は
じ
め
に

　
報
告
者
も
本
事
案
の
代
理
人
の
一

人
で
あ
る
が
、
事
案
解
決
に
必
要
な

基
本
的
ス
キ
ー
ム
は
主
任
と
し
て
受

任
し
た
弁
護
士
（
注
１
）
が
考
案
し

た
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
大
幅
な

債
務
超
過
会
社
を
解
散
し
、
そ
の
後

の
「
特
別
清
算
手
続
の
中
で
清
算
会

会
社
の
会
社
分
割
を
行
い
、
分
割
後

に
分
割
会
社
が
取
得
す
る
新
設
会
社

の
株
式
を
第
三
者
に
譲
渡
し
（
実
質

的
な
事
業
譲
渡
）」（
以
下
、「
本
件

基
本
方
針
」
と
い
う
）、
そ
の
株
式

譲
渡
代
金
を
も
っ
て
特
別
清
算
に
お

け
る
協
定
の
弁
済
資
金
に
し
よ
う
と

し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
種
の
事
案

で
行
っ
た
従
来
の
手
法
が
「
会
社
解

散
前
」
に
「
会
社
分
割
と
新
設
会
社

の
株
式
譲
渡
」
を
実
施
し
、
そ
の
後

に
株
式
譲
渡
代
金
を
保
有
し
た
ま
ま

特
別
清
算
手
続
を
な
し
て
い
た
も
の

で
あ
っ
た
（
注
２
）。
本
事
案
で
は
、

こ
れ
と
異
な
り
、
特
別
清
算
手
続
内

で
裁
判
所
の
監
督
の
も
と
に
「
会
社

分
割
お
よ
び
新
設
会
社
の
株
式
譲

渡
」
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
、
そ
の

中
で
弁
済
額
の
極
大
化
を
図
り
、
さ

ら
に
債
権
者
の
不
安
や
否
認
権
行
使

の
危
険
を
回
避
す
る
こ
と
が
主
た
る

目
的
と
し
た
。

　
ま
た
、
単
純
な
「
事
業
譲
渡
」
で

は
な
く
「
会
社
分
割
＋
新
会
社
株
式

譲
渡
」
を
選
択
し
た
の
は
、
会
社
分

割
に
よ
る
「
包
括
承
継
」
に
よ
り
個

別
譲
渡
の
複
雑
な
手
間
を
省
く
こ

と
、
税
務
面
に
お
い
て
も
「
会
社
分

割
に
お
け
る
非
適
格
承
継
」に
よ
り
、

分
割
会
社
に
お
い
て
新
会
社
に
資
産

を
時
価
承
継
さ
せ
た
う
え
で
、
簿
価

と
の
差
額
を
資
産
売
却
損
と
し
て
計

上
で
き
、
そ
の
後
の
協
定
に
よ
る
債

務
免
除
益
課
税
に
つ
い
て
の
節
税
効

果
が
享
受
で
き
る
こ
と
に
あ
っ
た
。

二
　
事
案
の
概
要
等

１　
会
社
概
要

　
対
象
株
式
会
社
（
以
下
、「
会
社
」

と
い
う
）
は
、
預
託
金
会
員
制
の
ゴ

ル
フ
場
（
18
ホ
ー
ル
、開
場
約
50
年
）

を
経
営
し
て
お
り
、
ゴ
ル
フ
場
は
、

コ
ー
ス
お
よ
び
会
員
の
質
も
高
い
と

い
う
評
価
を
得
て
い
た
。

２　
債
権
者

　
債
権
者
は
、概
ね
預
託
金
会
員
で
、

会
員
数
１
０
０
０
名
弱
、
預
託
金
債

権
総
額
50
億
円
弱
で
あ
り
、
会
社
所

有
の
不
動
産
へ
の
入
担
は
、
会
社

オ
ー
ナ
ー
か
ら
の
借
入
金
に
対
す
る

も
の
の
み
で
、
金
融
機
関
の
担
保
は

存
在
し
な
い
。
債
権
者
お
よ
び
債
権

額
の
大
部
分
は
こ
の
会
員
と
オ
ー

ナ
ー
で
占
め
ら
れ
て
お
り
（
月
締
め

の
一
般
取
引
債
権
者
は
、
総
債
権
額

に
比
し
て
少
額
で
あ
る
）、
優
先
債

権
者
（
労
働
債
権
、
租
税
債
権
）
へ

の
未
払
い
は
な
か
っ
た
。

３　
倒
産
（
債
務
超
過
）
状
況

　
資
金
調
達
に
つ
い
て
は
、
経
年
の

赤
字
が
積
み
重
な
り
大
幅
な
債
務
超

過
（
大
部
分
が
預
託
金
返
済
債
務
）

の
た
め
銀
行
か
ら
の
長
短
に
限
ら
ず

借
入
等
が
不
可
能
で
あ
っ
た
。
こ
れ

に
よ
り
老
朽
化
し
た
建
物
や
設
備
の

修
繕
・
更
新
が
で
き
ず
、
期
限
の
き

た
預
託
金
の
返
済
資
金
も
枯
渇
し
、

か
つ
、
運
転
資
金
の
不
足
を
補
え
る

ま
で
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
な
く

早
晩
破
綻
す
る
お
そ
れ
が
あ
っ
た
。

特
別
清
算
を
活
用
し
た
事
業
再
生

― 

特
別
清
算
会
社
が
す
る
事
業
譲
渡
（
会
社
分
割
＋
新
設
会
社

株
式
譲
渡
）
事
案
―

倒産実務交流会
Report 56

大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪大　阪

東
畠
法
律
事
務
所 

弁
護
士　

東
畠 

敏
明
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第1回第 1回 でんさいの実務①でんさいの実務①

株式会社全銀電子債権ネットワーク株式会社全銀電子債権ネットワーク

でんさいの
　　実務と法務

金
融
サ
ー
ビ
ス
と
の
連
携
を
可
能
と

す
る
観
点
か
ら
「
オ
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン

で
の
電
子
手
形・小
切
手
へ
の
移
行
」

が
盛
り
込
ま
れ
た
こ
と
を
受
け
、
同

年
12
月
、
一
般
社
団
法
人
全
国
銀
行

協
会
（
以
下
、「
全
銀
協
」
と
い
う
）

が
事
務
局
を
務
め
る
「
手
形
・
小
切

手
機
能
の
電
子
化
に
関
す
る
検
討

会
」
が
設
置
さ
れ
、「
手
形
・
小
切

手
機
能
の
電
子
化
」
に
つ
い
て
検
討

が
開
始
さ
れ
た
。

　
さ
ら
に
、
２
０
２
１
年
６
月
18
日

に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
成
長
戦
略
実

行
計
画
」
に
お
い
て
、「
本
年
夏
を

目
途
に
、
産
業
界
及
び
金
融
界
に
よ

る
自
主
行
動
計
画
の
策
定
を
求
め
る

こ
と
で
、
５
年
後
の
約
束
手
形
の
利

用
の
廃
止
に
向
け
た
取
組
を
促
進
す

る
」、「
小
切
手
の
全
面
的
な
電
子
化

を
図
る
」
な
ど
と
さ
れ
た
こ
と
も
踏

ま
え
、
同
年
７
月
、「
手
形
・
小
切

手
機
能
の
『
全
面
的
な
電
子
化
』
に

関
す
る
検
討
会
」（
２
０
２
１
年
４

月
設
置
）
に
お
い
て
「
手
形
・
小
切

手
機
能
の
全
面
的
な
電
子
化
に
向
け

た
自
主
行
動
計
画
」
が
策
定
さ
れ
、

「
２
０
２
６
年
度
末
ま
で
に
全
国
手

形
交
換
所
（
電
子
交
換
所
（
注
））

に
お
け
る
手
形
・
小
切
手
の
交
換
枚

数
を
ゼ
ロ
に
す
る
」
こ
と
が
最
終
目

標
に
掲
げ
ら
れ
た
。
ま
た
、
２
０
２

３
年
６
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
新

し
い
資
本
主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
及
び
実
行
計
画 

２
０
２
３
改
訂

版
」
で
は
、「
約
束
手
形
・
小
切
手

の
利
用
廃
止
に
向
け
た
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
を
行
う
」
旨
が
明
記
さ
れ
、

政
府
に
よ
る
「
約
束
手
形
・
小
切
手

の
利
用
廃
止
」
の
方
針
が
改
め
て
示

さ
れ
た
。

　
自
主
行
動
計
画
の
基
本
方
針
で

は
、「
紙
」
に
よ
る
決
済
を
や
め
る

観
点
か
ら
、
電
子
的
決
済
サ
ー
ビ
ス

（
電
子
記
録
債
権
ま
た
は
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
バ
ン
キ
ン
グ（
以
下
、「
Ｉ
Ｂ
」

と
い
う
）
に
よ
る
振
込
）
へ
の
移
行

を
強
力
に
推
進
し
て
い
く
こ
と
で
、

産
業
界
お
よ
び
金
融
界
双
方
の
事
務

負
担
・
コ
ス
ト
削
減
や
リ
ス
ク
軽
減

に
寄
与
し
、
最
終
的
に
手
形
・
小
切

手
の
利
用
廃
止
に
つ
な
げ
る
こ
と
と

し
て
い
る
。

二
　
電
子
記
録
債
権

１　
電
子
記
録
債
権
と
は

　
電
子
記
録
債
権
と
は
、
手
形
・
債

権
（
売
掛
債
権
等
）
の
問
題
点
を
克

服
し
た
金
銭
債
権
で
、
電
子
記
録
債

一 　
手
形
・
小
切
手
機
能
の

全
面
的
な
電
子
化
に
向
け

た
動
き

　
２
０
０
３
年
７
月
に
政
府
が
公
表

し
た
「e-Japan

戦
略
Ⅱ
」
に
お
い

て
、「
手
形
の
有
す
る
裏
書
や
割
引

機
能
等
を
電
子
的
に
代
替
し
た
決
済

サ
ー
ビ
ス
（
電
子
手
形
サ
ー
ビ
ス
）

の
普
及
を
図
る
」
と
明
記
さ
れ
た
こ

と
等
を
受
け
、
２
０
０
７
年
６
月
に

電
子
記
録
債
権
法
が
成
立
し
、
電
子

記
録
債
権
制
度
が
創
設
さ
れ
た
。

　
そ
の
後
、
政
府
の
「
未
来
投
資
戦

略
２
０
１
７
」（
２
０
１
７
年
６
月

９
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
、企
業・

金
融
機
関
双
方
の
事
務
負
担
を
削
減

す
る
と
と
も
に
、
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た


